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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第35期 

第３四半期 
連結累計期間 

第36期 
第３四半期 
連結累計期間 

第35期 

会計期間 
自2017年４月１日 
至2017年12月31日 

自2018年４月１日 
至2018年12月31日 

自2017年４月１日 
至2018年３月31日 

売上収益 
（千円） 

1,628,144 1,565,307 2,267,392 

（第３四半期連結会計期間） (506,040) (542,706)  

税引前四半期利益又は税引前利益

（△は損失） 
（千円） 5,311 △64,272 34,187 

四半期（当期）利益（△は損失） （千円） △3,218 △68,397 18,880 

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益（△は損失） （千円） 
△3,218 △68,397 18,880 

（第３四半期連結会計期間） (△11,909) (△29,264)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益 
（千円） △3,132 △67,139 21,218 

親会社の所有者に帰属する持分 （千円） 3,249,863 3,191,370 3,274,214 

総資産額 （千円） 4,314,838 4,250,847 4,297,029 

基本的１株当たり四半期（当期）

利益（△は損失） （円） 
△0.42 △8.71 2.46 

（第３四半期連結会計期間） (△1.52) (△3.73)  

親会社所有者帰属持分比率 （％） 75.3 75.1 76.2 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 164,715 △12,035 218,768 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △283,617 △272,800 △372,079 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 90,676 △15,677 90,993 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 1,079,211 743,972 1,043,242 

 （注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記載しておりませ

ん。 

２．売上収益には、消費税等は含んでおりません。 

３．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいており

ます。 

４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における当社グループの概況としましては、将来の業容の拡大に向けた研究開発活動

等、積極的な投資活動を行ってまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は1,565,307千円（前年同期比3.9%減）となり、利益面に

つきましては、営業損失64,065千円、親会社の所有者に帰属する四半期損失は68,397千円となりました。

 

(2）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末の負債につきましては、将来の売上に係る前受金の増加等により、36,662千円増加

し、1,059,477千円となりました。資本につきましては、配当金の支払等により、前連結会計年度末と比べ82,844

千円減少し、3,191,370千円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、743,972千円（前連結会

計年度末1,043,242千円）となりました。

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当第３四半期連結累計期間における営業活動の結果支出した資金は、12,035千円（前年同四半期は164,715千円

の収入）となりました。主たる要因といたしましては、棚卸資産の増加等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当第３四半期連結累計期間における投資活動の結果支出した資金は、272,800千円（前年同四半期は283,617千円

の支出）となりました。主たる要因といたしましては、新サービスの提供に必要となるソフトウェアの制作に伴う

支出が発生したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第３四半期連結累計期間における財務活動に結果支出した資金は、15,677千円（前年同四半期は90,676千円の

収入）となりました。主たる要因といたしましては、配当金の支払によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の金額は、28,216千円（前年同期は、27,683千円）となりま

した。なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種 類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,400,000

計 26,400,000

 

②【発行済株式】

種 類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内 容

普通株式 7,947,100 7,947,100
東京証券取引所

マザーズ

単元株式数は100株であ

ります。

計 7,947,100 7,947,100 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2018年10月１日～ 

2018年12月31日 
－ 7,947,100 － 1,373,833 － 684,396

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   94,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,850,800 78,508 －

単元未満株式 普通株式   1,400 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 7,947,100 － －

総株主の議決権 － 78,508 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれております。また、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数7個が含まれております。 

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社ＡＳＪ
埼玉県川口市栄町

３丁目２－１６
94,900 － 94,900 1.19

計 － 94,900 － 94,900 1.19

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、赤坂有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

  注記 
前連結会計年度 

（2018年３月31日） 
 

当第３四半期連結会計期間 
（2018年12月31日） 

    千円   千円 

資産        

流動資産        

現金及び現金同等物   1,043,242   743,972

営業債権及びその他の債権   420,191   444,438

その他の金融資産 9 50,044   50,048

棚卸資産   56,875   177,642

その他の流動資産   44,960   65,976

流動資産合計   1,615,314   1,482,078

非流動資産        

有形固定資産   1,383,161   1,375,915

のれん   295,728   295,728

無形資産   833,298   928,871

その他の金融資産 9 160,135   160,045

繰延税金資産   9,091   8,068

その他の非流動資産   300   139

非流動資産合計   2,681,715   2,768,768

資産合計   4,297,029   4,250,847
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  注記 
前連結会計年度 

（2018年３月31日） 
 

当第３四半期連結会計期間 
（2018年12月31日） 

    千円   千円 

負債及び資本        

負債        

流動負債        

営業債務及びその他の債務   340,724   391,096

未払法人所得税等   33,307   15,647

引当金   41,528   41,277

その他の流動負債   345,076   359,437

流動負債合計   760,638   807,459

非流動負債        

退職給付に係る負債   139,342   140,466

引当金   32,073   24,977

繰延税金負債   81,884   78,724

その他の非流動負債   8,876   7,849

非流動負債合計   262,176   252,017 

負債合計   1,022,814   1,059,477

資本        

資本金   1,373,833   1,373,833

資本剰余金   1,236,586   1,236,586

自己株式   △42,460   △42,460

その他の資本の構成要素   64,650   65,908

利益剰余金   641,604   557,502

親会社の所有者に帰属する持分合計   3,274,214   3,191,370

資本合計   3,274,214   3,191,370

負債及び資本合計   4,297,029   4,250,847
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  注記 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2017年４月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日） 

    千円   千円 

売上収益 7 1,628,144   1,565,307

売上原価   990,629   1,011,534

売上総利益   637,514   553,772

販売費及び一般管理費   632,094   617,765

その他の収益   1,597   789

その他の費用   44   862

営業利益又は営業損失（△）   6,973   △64,065

金融収益   42   47

金融費用   1,704   254

税引前四半期利益又は 

税引前四半期損失（△） 
  5,311   △64,272

法人所得税費用   8,529   4,125

四半期損失（△）   △3,218   △68,397

         

四半期損失（△）の帰属        

親会社の所有者   △3,218   △68,397

非支配持分   －   －

四半期損失（△）   △3,218   △68,397

         

１株当たり四半期損失（△）        

基本的１株当たり四半期損失（△）（円） 8 △0.42   △8.71
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【第３四半期連結会計期間】

  注記 
前第３四半期連結会計期間 
（自 2017年10月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結会計期間 
（自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日） 

    千円   千円 

売上収益   506,040   542,706

売上原価   311,017   377,981

売上総利益   195,022   164,724

販売費及び一般管理費   206,973   191,841

その他の収益   734   245

その他の費用   41   19

営業損失（△）   △11,258   △26,890

金融収益   △3   △398

金融費用   182   254

税引前四半期損失（△）   △11,445   △27,543

法人所得税費用   464   1,720

四半期損失（△）   △11,909   △29,264

         

四半期損失（△）の帰属        

親会社の所有者   △11,909   △29,264

非支配持分   －   －

四半期損失（△）   △11,909   △29,264

         

１株当たり四半期損失（△）        

基本的１株当たり四半期損失（△）（円） 8 △1.52   △3.73
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  注記 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2017年４月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日） 

    千円   千円 

四半期損失（△）   △3,218   △68,397

         

その他の包括利益        

純損益に振り替えられることのない項目        

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産 
  127   △62

純損益に振り替えられることのない項目

合計 
  127   △62

         

純損益に振り替えられる可能性のある項目        

在外営業活動体の換算差額   △41   1,320

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計 
  △41   1,320

税引後その他の包括利益   85   1,257

四半期包括利益   △3,132   △67,139

         

四半期包括利益の帰属        

親会社の所有者   △3,132   △67,139

非支配持分   －   －

四半期包括利益   △3,132   △67,139
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【第３四半期連結会計期間】

  注記 
前第３四半期連結会計期間 
（自 2017年10月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結会計期間 
（自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日） 

    千円   千円 

四半期損失（△）   △11,909   △29,264

         

その他の包括利益        

純損益に振り替えられることのない項目        

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産 
  122   △180

純損益に振り替えられることのない項目

合計 
  122   △180

         

純損益に振り替えられる可能性のある項目        

在外営業活動体の換算差額   77   △654

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計 
  77   △654

税引後その他の包括利益   199   △834

四半期包括利益   △11,709   △30,098

         

四半期包括利益の帰属        

親会社の所有者   △11,709   △30,098

非支配持分   －   －

四半期包括利益   △11,709   △30,098
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年12月31日）

    親会社の所有者に帰属する持分 

  

注記 資本金 

 

資本剰余金 

 

自己株式 

  その他の資本の構成要素 

       

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融資
産 

 
在外営業活動体の
換算差額 

    千円   千円   千円   千円   千円 

2017年４月１日時点の残高   919,250   778,175   △228,858   62,202   110 

四半期損失（△）   －   －   －   －   － 

その他の包括利益   －   －   －   127   △41 

四半期包括利益合計   －   －   －   127   △41 

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
  454,583   448,974   －   －   － 

自己株式の処分   －   9,435   186,397   －   － 

配当金 6 －   －   －   －   － 

所有者との取引額合計   454,583   458,410   186,397   －   － 

2017年12月31日時点の残高   1,373,833   1,236,586   △42,460   62,329   68 

 

    親会社の所有者に帰属する持分   

合計   
注記 

その他の資本の構
成要素   

利益剰余金 
  

合計 
  

  合計       

    千円   千円   千円   千円 

2017年４月１日時点の残高   62,312   636,208   2,167,087   2,167,087 

四半期損失（△）   －   △3,218   △3,218   △3,218 

その他の包括利益   85   －   85   85 

四半期包括利益合計   85   △3,218   △3,132   △3,132 

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
  －   －   903,558   903,558 

自己株式の処分   －   －   195,833   195,833 

配当金 6 －   △13,484   △13,484   △13,484 

所有者との取引額合計   －   △13,484   1,085,908   1,085,908 

2017年12月31日時点の残高   62,398   619,506   3,249,863   3,249,863 
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当第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日） 

    親会社の所有者に帰属する持分 

  

注記 資本金 

 

資本剰余金 

 

自己株式 

  その他の資本の構成要素 

       

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融資
産 

 
在外営業活動体の
換算差額 

    千円   千円   千円   千円   千円 

2018年４月１日時点の残高   1,373,833   1,236,586   △42,460   66,231   △1,580 

四半期損失（△）   －   －   －   －   － 

その他の包括利益   －   －   －   △62   1,320 

四半期包括利益合計   －   －   －   △62   1,320 

配当金 6 －   －   －   －   － 

所有者との取引額合計   －   －   －   －   － 

2018年12月31日時点の残高   1,373,833   1,236,586   △42,460   66,169   △260 

 

    親会社の所有者に帰属する持分   

合計   
注記 

その他の資本の構
成要素   

利益剰余金 
  

合計 
  

  合計       

    千円   千円   千円   千円 

2018年４月１日時点の残高   64,650   641,604   3,274,214   3,274,214 

四半期損失（△）   －   △68,397   △68,397   △68,397 

その他の包括利益   1,257   －   1,257   1,257 

四半期包括利益合計   1,257   △68,397   △67,139   △67,139 

配当金 6 －   △15,704   △15,704   △15,704 

所有者との取引額合計   －   △15,704   △15,704   △15,704 

2018年12月31日時点の残高   65,908   557,502   3,191,370   3,191,370 
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  注記 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2017年４月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日） 

    千円   千円 

営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前四半期利益又は 

税引前四半期損失（△） 
  5,311   △64,272

減価償却費及び償却費   146,487   193,941 

金融収益   △42   △118

金融費用   1,704   320 

固定資産除却損   5   322

棚卸資産の増減額（△は増加）   △39,135   △120,767

営業債権及びその他の債権の増減額（△は

増加） 
  △45,751   △44,777 

営業債務及びその他の債務の増減額（△は

減少） 
  111,527   52,193 

引当金の増減額（△は減少）   △2,974   △8,532

その他   △401   △243

小計   176,731   8,066

利息及び配当金の受取額   47   44

利息の支払額   △1,094   －

法人所得税の支払額   △10,969   △20,146

営業活動によるキャッシュ・フロー   164,715   △12,035

投資活動によるキャッシュ・フロー        

有形固定資産の取得による支出   △9,464   △18,244

無形資産の取得による支出   △267,803   △254,552

その他   △6,349   △4

投資活動によるキャッシュ・フロー   △283,617   △272,800

財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の返済による支出   △991,000   － 

新株発行による収入   901,190   － 

自己株式の処分による収入   194,383   － 

配当金の支払額   △13,898   △15,677

財務活動によるキャッシュ・フロー   90,676   △15,677

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   △28,225   △300,514

現金及び現金同等物の期首残高   1,107,211   1,043,242

現金及び現金同等物に係る換算差額   226   1,244

現金及び現金同等物の四半期末残高   1,079,211   743,972
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

 株式会社ＡＳＪ（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記されている本社及

び主要な事業所の住所は当社のウェブサイト（https://www.asj.ad.jp/）で開示しております。当社の要約四半

期連結財務諸表は、2018年12月31日を期末日とし、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）に対

する持分により構成されております。

 当社グループの事業内容は、ネットサービス事業であります。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２の「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第

93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 本要約四半期連結財務諸表は、2019年２月12日に代表取締役会長兼社長 丸山治昭及び常務取締役管理本部

長 中島茂喜によって承認されております。

 

(2）測定の基礎 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、千円未満

を切り捨てて表示しております。

 

３．重要な会計方針

 要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下に記載する会計方針の変更を除き、前連結

会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

 当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を採用しております。 

IFRS   新設・改訂の概要 

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益  収益認識に関する会計処理の改訂 

 

上記基準の適用による当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 
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４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

 IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の

金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これらの見積りと

は異なる場合があります。

 見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見

直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

 本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸

表と同様であります。

 

５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

 当社グループは、ネットサービス事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しており

ます。

 

(2）製品及びサービスに関する情報 

 製品及びサービスごとの外部顧客に対する売上収益は以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2017年４月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日） 

  千円   千円 

インターネットサーバサービス 913,528   926,662

デジタルコンテンツ 705,517   629,545

不動産賃貸 9,099   9,099

合計 1,628,144   1,565,307

 

 
前第３四半期連結会計期間 
（自 2017年10月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結会計期間 
（自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日） 

  千円   千円 

インターネットサーバサービス 274,547   317,594

デジタルコンテンツ 228,459   222,078

不動産賃貸 3,033   3,033

合計 506,040   542,706

 

６．配当金

 配当金の支払額は以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年12月31日）

決議日   配当金の総額   １株当たり配当額   基準日   効力発生日 

    千円   円        

2017年５月11日 

取締役会 
  13,484   2   2017年３月31日   2017年６月８日 

 

当第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日） 

決議日   配当金の総額   １株当たり配当額   基準日   効力発生日 

    千円   円        

2018年５月15日 

取締役会 
  15,704   2   2018年３月31日   2018年６月12日 
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７．売上収益

 収益の分解は以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2017年４月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日） 

  千円   千円 

物品の販売 549,376   501,083

役務の提供 1,078,768   1,064,223

合計 1,628,144   1,565,307

 

８．１株当たり利益

（第３四半期連結累計期間） 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2017年４月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日） 

親会社の所有者に帰属する四半期損失（△）（千円） △3,218   △68,397

親会社の所有者に帰属しない四半期利益（千円） －   －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四半期

損失（△）（千円） 
△3,218   △68,397

       

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 7,611,774   7,852,200

基本的１株当たり四半期損失（△）（円） △0.42   △8.71

（注）希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（第３四半期連結会計期間） 

 
前第３四半期連結会計期間 
（自 2017年10月１日 
至 2017年12月31日） 

 
当第３四半期連結会計期間 
（自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日） 

親会社の所有者に帰属する四半期損失（△）（千円） △11,909   △29,264

親会社の所有者に帰属しない四半期利益（千円） －   －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四半期

損失（△）（千円） 
△11,909   △29,264

       

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 7,852,200   7,852,200

基本的１株当たり四半期損失（△）（円） △1.52   △3.73

（注）希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

９．金融商品の公正価値

 公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価値

測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

① 公正価値の算定方法

 金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

 短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（その他の金融資産） 

 上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場株式の公正価値につ

いては、純資産価値に基づく評価技法等により算定しております。
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② 公正価値で測定される金融商品 

 公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

前連結会計年度（2018年３月31日）

  レベル１   レベル２   レベル３   合計 

  千円   千円   千円   千円 

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産 
             

その他の金融資産 777   －   127,480   128,257 

合計 777   －   127,480   128,257 

 

当第３四半期連結会計期間（2018年12月31日） 

  レベル１   レベル２   レベル３   合計 

  千円   千円   千円   千円 

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産 
             

その他の金融資産 687   －   127,480   128,167 

合計 687   －   127,480   128,167 

 

 公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識してお

ります。前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な

振替は行われておりません。

 

 レベル３に分類される金融資産については、前連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間において、重要

な変動は生じておりません。

 

10．後発事象

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月12日

株式会社ＡＳＪ 

取締役会 御中 

 

赤坂有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 顕三  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 林  令史  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＳＪ

の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12月31

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すな

わち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持

分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社ＡＳＪ及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連

結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。 

    ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 代表取締役会長兼社長 丸山治昭 及び 常務取締役 管理本部長 中島茂喜 は、当社の第36期第３四半期（自

2018年10月１日 至2018年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


